
〇香南香美老人ホーム組合個人情報保護条例施行規則 

 

平成 29 年 3 月 31 日 

規 則 第 6 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、組合長が保有する個人情報について、香南香美老人ホーム組合個

人情報保護条例（平成２９年条例第７号。以下「条例」という。）の施行に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（業務の登録） 

第３条 条例第６条第１項に規定する業務（以下「業務」という。）の登録は、個人情

報取扱業務登録簿により、当該業務を所管する部署等（以下「所管部署」という。）

の長が行うものとする。この場合において、所管部署の長（以下「所管長」という。）

は、当該個人情報取扱業務登録簿の写しを庶務課長に提出しなければならない。 

２ 条例第６条第１項第６号に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

（１） 所管部署の名称 

（２） 業務登録年月日 

（３） 業務開始年月日 

（４） 記録形態 

（５） 処理形態 

（６） 収集の時期、収集先 

（７） 前各号に掲げるもののほか、組合長が必要があると認める事項 

（業務の変更又は廃止） 

第４条 所管長は、業務を変更するときは、当該変更に係る部分を修正した個人情報取

扱業務登録簿を作成するとともに、その写しを庶務課長に提出しなければならない。

業務を廃止したときは、当該個人情報取扱業務登録簿に廃止の表示をし、その写しを

庶務課長に提出しなければならない。 

（目的外利用の手続） 

第５条 条例第９条第１項ただし書の規定により、目的外利用をしようとするとき（既

に目的外利用をしている場合における利用内容の変更を含む。）は、当該個人情報を

利用しようとする部署等（以下「利用部署」という。）の長は、個人情報目的外利用

申請書を所管長に提出するとともに、その写しを庶務課長に提出しなければならない。 

２ 所管長は、目的外利用の可否を決定したときは、個人情報目的外利用可否決定通知

書により、利用部署の長（以下「利用部署長」という。）に通知するとともに、その



写しを庶務課長に提出しなければならない。 

３ 条例第９条第２項に規定する記録事項は、次の各号に掲げる事項とし、利用部署長

が目的外利用記録票に記録するものとする。この場合において、利用部署長は、その

目的外利用記録票を所管長に提出するとともに、その写しを庶務課長に提出しなけれ

ばならない。 

（１） 利用部署名 

（２） 利用部署の業務名 

（３） 所管部署名 

（４） 所管部署の業務名 

（５） 目的外利用をした個人情報項目 

（６） 目的外利用をした理由 

（７） 目的外利用ができる根拠 

（８） 利用開始年月日 

（９） 利用終了年月日 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、組合長が必要があると認める事項 

４ 前３項の規定は、他の実施機関の保有する個人情報について、目的外利用をする場

合及び他の実施機関に組合長の保有する個人情報について目的外利用をさせる場合

に準用する。 

（外部提供） 

第６条 条例第９条第１項ただし書の規定に基づき、外部提供をしようとするとき（既

に外部提供をしている場合における提供内容等の変更を含む。）は、所管長は、当該

外部提供先に対し、必要に応じ次の各号に掲げる事項について調査しなければならな

い。 

（１） 外部提供に係る個人情報の内容又は項目 

（２） 外部提供先の利用目的及び収集についての根拠法令等 

（３） 個人情報の記録形態 

（４） 個人情報の管理方法 

（５） 利用開始年月日 

（６） 利用終了年月日 

２ 所管長は、外部提供をする旨を決定したときは、次の各号に掲げる事項について、

必要に応じ、当該外部提供先に対して確認を求め又は指示しなければならない。 

（１） 個人情報の漏えい防止及び事故防止に関すること。 

（２） 個人情報の利用目的以外の利用及び第三者への提供の禁止に関すること。 

（３） 個人情報の複写及び複製に関すること。 

（４） 個人情報の利用の停止に関すること。 

（５） 個人情報の返還義務又は廃棄義務に関すること。 

（６） その他個人情報の保護に関し必要と認めること。 



（７） 前各号に違反した場合は、外部提供を中止するとともに当該個人情報を直ちに

返還すること。 

３ 条例第９条第２項に規定する記録事項は、次の各号に掲げる事項とし、所管長が外

部提供記録票に記録するものとする。この場合において、所管長は、その外部提供記

録票の写しを庶務課長に提出しなければならない。 

（１） 所管部署名 

（２） 所管部署の業務名 

（３） 外部提供先 

（４） 外部提供をした個人情報項目、内容 

（５） 外部提供をした理由 

（６） 外部提供ができる根拠 

（７） 外部提供開始年月日 

（８） 外部提供終了年月日 

（９） 前各号に掲げるもののほか、組合長が必要があると認める事項 

（個人情報保護管理責任者） 

第７条 条例第１２条に規定する個人情報保護管理責任者は、参事及び課長の職にある

者とする。 

２ 個人情報保護管理責任者は、その所管する業務について、条例第１２条に規定する

措置その他個人情報の適正な管理及び安全保護を図るために必要な措置を講ずるも

のとする。 

（開示の請求の手続） 

第８条 条例第１７条第１項の規定による開示等の請求に係る請求書の提出は、個人情

報開示請求書、個人情報訂正・削除・中止請求書により行うものとし、同項第４号に

規定する記載事項は、次に掲げる事項とする。 

（１） 法定代理人が請求者の場合における当該情報の本人（以下「本人」という。）

の未成年者及び成年被後見人の別 

（２） 本人の住所、氏名 

２ 条例第１７条第２項に規定する必要な書類で実施機関が定めるものは、次の各号に

掲げるものとする。 

（１） 官公庁の発行した免許証、許可証その他の証明書等であって、本人の顔写真を

ちょう付したもの 

（２） 前号により難いときは、健康保険等の被保険者証、国民年金等の年金証書又は

印鑑登録証明書及び印鑑等通常本人が所持するもの 

（３） 法定代理人が請求をする場合は、法定代理人自身の身分を明らかにする前２号

に規定するもののほか、本人が未成年者又は成年被後見人であること及び法定代

理人が本人の親権者又は後見人であることを明らかにする書類等 

３ 個人情報開示請求書は、所管長又は庶務課長が受付するものとし、庶務課長が受付



したときにあっては、当該請求書を所管長に送付するものとする。 

４ 所管長は、前項の規定により受付し、又は庶務課長から送付された個人情報開示請

求書を受理したときは、その写しを庶務課長に提出しなければならない。 

（開示の可否の決定等の通知） 

第９条 条例第１８条第１項に規定する開示の可否の決定等の通知は、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める通知書によるものとする。 

（１） 個人情報の全部を開示する場合 個人情報開示決定通知書 

（２） 個人情報の一部を開示する場合 個人情報部分開示決定通知書 

（３） 個人情報の全部を開示しない場合 個人情報非開示決定通知書 

（４） 個人情報が存在しない場合 個人情報不存在通知書 

（５） 訂正・削除・中止請求に係る個人情報の全部を訂正する場合 個人情報訂正・

削除・中止決定通知書 

（６） 訂正・削除・中止請求に係る個人情報の一部を訂正する場合 個人情報一部訂

正・削除・中止決定通知書 

（７） 訂正・削除・中止をしない場合 個人情報非訂正・削除・中止決定通知書 

２ 条例第１８条第３項の規定による開示等の可否の決定期間を延長する通知は、個人

情報開示可否決定延期通知書、個人情報訂正・削除・中止可否決定延期通知書による

ものとする。 

３ 所管長は、前項に係る通知を行ったときは、当該通知書の写しを庶務課長に提出し

なければならない。 

（開示の方法等） 

第１０条 条例第１９条の規定による個人情報の閲覧、写しの交付又は視聴取は、組合

長が指定する日時及び場所において行うものとする。 

２ 個人情報の閲覧又は視聴取をする者は、当該個人情報が記録されている書類等を丁

寧に取り扱うとともに、これを汚損し、又は破損してはならない。 

３ 組合長は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれのある者に対し、個人情報の

閲覧又は視聴取を中止させ、若しくは禁止することができる。 

４ 個人情報の写しの交付部数は、特別の理由がある場合を除き、請求１件につき１部

とする。 

５ 条例第１９条第３項の規定による本人を確認するために提示する書類等は、次に掲

げるものとする。 

（１） 第８条第２項に規定する書類等 

（２） 前条第１項第１号又は第２号に規定する通知書 

（開示の請求の特例） 

第１１条 組合長は、条例第２０条第１項の規定に基づき、口頭により開示の請求がで

きる個人情報を定めたときは、その旨を告示するものとする。 

（写しの交付に要する費用の納付） 



第１２条 条例第２１条第１項に規定する個人情報の写しの作成及び送付に要する費

用は、前納とする。ただし、組合長がやむを得ない理由があると認めたときは、この

限りでない。 

（運用状況の公表） 

第１３条 条例第３２条の規定による運用状況の公表は、毎年１２月末日までに、次の

各号に掲げる事項について、毎年度の運用状況を取りまとめて行うものとする。 

（１） 業務の登録の状況 

（２） 個人情報の開示、訂正、削除及び中止の請求の状況 

（３） 個人情報の開示、訂正、削除及び中止の請求に対する処理の状況 

（４） 個人情報に関する苦情、相談の状況 

（５） 前各号に掲げるもののほか、組合長が必要と認める事項 

２ 前項の公表は、香南香美老人ホーム組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条

例（平成１７年条例第１０号）第７条の規定により行うものとする。 

（その他） 

第１４条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、組合長

が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 


